
２．整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化に向けた取組用

（福島県　平成28年度）

メ
ニュー

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力

交付金
都道府県費

市町村費 その他

郡山
市

全国農
業協同
組合連
合会
福島県
本部

青果
物・畜
産物・
加工品
等

売り場
面積の
拡大や
総菜販
売の開
始など
によ
り、売
上げを
震災前
の約2倍
（194%)
にする

413,20
3千円

509,76
5千円

634,39
7千円

730,30
2千円

800,00
0千円

91%

目標には
届かな
かった
が、売上
は、震災
前の176%
となり、
大幅に増
加した

耕種作物
共同利用
施設整備
（農産物
処理加工
施設）
農産物直
売所の新
設
(1,330
㎡）

245,907,312 117,098,000 0 0 128,809,312 H25.4.16

地域の中心的
な直売所とし
て生産者・消
費者に認知さ
れ、出店者、
売上、来店者
数ともに年々
増加してい
る。今後も拡
大が期待でき
る。

成果目標につ
いては達成率
91%であり、
概ね達成して
おり、事業実
施の効果が認
められる。引
き続き、目標
達成に向け、
生産者や消費
者へのＰＲを

図る。

91%

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要領第１の１の（２）のアの（ア）から（ウ）の場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

事業実施後の状況①

３年後
（平成
27年）

１年後
（平成
25年）

２年後
（平成
26年）

負担区分（円）

完了年月
日

目標値
（平成
27年）

達成率

事業実施主体
の評価

都道府県の評
価

都道府県平均
達成率

成果目標の達成状況は、1地区中、「概ね達成」が1地区となったため、県全体で「概ね達成」と評価する。
引き続き、生産者や消費者へのＰＲを図り、目標達成に向けて取り組む。

成果目標
の具体的
な実績

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容

被災前
２２年
度


